
市

画 0 0 731,729

民

財源 実績 0 0 810,

課

876

人件費 計画 0 0

、

724,995
実績 0

選

0 870,299
トー

挙

タル 計画 0 0 1,91

管

1,286
コスト 実績

理

0 0 2,086,06

委

9

員会事務局、国保年金課
、出納室、秘書課、大井川市民サービスセンター、教育総務課、こども相談センター、土

令

木管理課
、納税促進課

和

、契約検査課、財政課

 

、くらし安全課、監査

5

委員事務局

施策が 行政

年

/健全で効果的な行政

度

運営を進める
目指す姿

施

方針
・施策と事務事業

策

の評価を実施するとと

評

もに、新システムの運

価

用と合わせ、行政評価

書

と予算が連動
した、よ

政

り高度な行政経営を行

　

う。
・公共施設につい

策

て、適時かつ適切な維

0

持管理による長寿命化

6

を図る。また、その最

市

適化に向け、
個別施設

民

計画アクションプラン

と

を推進するとともに、

共

未確定の施設のあり方

に

等の方針の策定を進め

つ

る。
令和 5年度 ・施

く

策・事務事業の評価を

り

踏まえ、最小の経費で

未

最大の効果を求めつつ

来

、総合計画を着実に推

へ

進す
るための予算編成

つ

に取り組む。

なぐまちづくり
施　策 0

指標
成果 健

3

全化判断比率 単位 ％
指

健

標名① 達成率区分 その

全

他
令和 4年度 令和 

で

5年度 令和 6年度 令

効

和 7年度
目標値 計画

果

100 100 100 1

的

00
実績 100 100

な

達成率 100 100
成

行

果 総合計画における目

政

標を達成した施策成果

運

指標の割合 単位 ％
指標

営

名② 達成率区分 増加目

主

標
令和 4年度 令和 

管

5年度 令和 6年度 令

課

和 7年度
目標値 計画

財

75 75 75 75
実績

政

61.4 54.5
達成

課

率 81.87% 72.

関

67%
成果 単位

指標名

連

③ 達成率区分
令和 4

課

年度 令和 5年度 令和

総

 6年度 令和 7年度

務

目標値 計画
実績

達成率

課、人事課、

事業

公

費内訳 （単位：千円）

有

令和 3年度 令和 4

財

年度 令和 5年度

事業

産

費 計画 0 0 1,186

課

,291
実績 0 0 1,

、

215,770

財
源
内

政

訳

国庫 計画 0 0 9,5

策

92
支出金 実績 0 0 9

企

,731
県 計画 0 0 4

画

8,641
支出金 実績

課

0 0 44,213

地方

、

債 計画 0 0 266,8

課

00
実績 0 0 253,

税

500

その他 計画 0 0

課

129,529
実績 0

、

0 97,450
一般 計



・

な

所まで目を向けてほし

行

い。
・ふるさと納税が

政

好調であるので、市の

運

課題を解決するため、

営

有効に活用したほうが

に

よい。
 
 

市民意見

努めた。

施

さらに、施策を超えた

策

横断的な組織としてプ

・

ロジェクトチームを立

事

ち上
げ、総合的かつ効

務

果的に様々な取組を推

事

進した。
・公共施設白

業

書の時点修正並びに全

の

施設の実態調査及び施

評

設評価を実施するとと

価

もに、個別施設計
画ア

、

クションプランのロー

市

リングを行い、旧東益

民

津幼稚園の再編方針を

ア

決定した。また、個別

ン

施設
計画の改訂を行う

ケ

など、公共施設の最適

ー

化の推進を図った。
・

ト

早期の催告や滞納処分

調

等により、市税収納率

査

の向上を図った。また

の

、市税等滞納対策本部

結

を通じ
、税外債権の滞

果

納額の縮減に努めた。

を

施策の ・将来世代へ負

踏

担を先送りすることの

ま

ないよう、積極的に基

え

金を積み立てるととも

、

に、交付税措置
振り返

令

り のある有利な地方債

和

を可能な限り活用する

６

ことにより健全財政を

年

維持した。また、「補

度

助金等交付
基準及び評

施

価基準」に基づいた補

策

助金等の評価を行い、

の

一部補助金等の見直し

方

により改善を図った
。

針

・人事評価制度を活用

の

した昇任等の人事管理

検

と人材育基本方針に基

討

づく職員研修による人

・

材育成を
進めた。

・施

決

策の成果目標達成に向

定

け、行政評価における

を

事務事業の優先度に基

行

づいて予算配分を行う

っ

など
、行政経営のさら

た

なる高度化を図る必要

。

がある。また、複合的

ま

で緊要な課題をフレキ

た

シブルに対応
するため

、

、引き続き、プロジェ

次

クトチームにより、組

年

織横断的に検討を行う

度

必要がある。
・既存公

の

共施設を適切に維持保

予

全するとともに、再編

算

やあり方検討が必要な

編

施設については将来を

成

見据えた総合的な視点

に

で検討し、協議を進め

当

る必要がある。
・市税

た

の納付環境や利便性の

り

向上に伴い、金融機関

、

や収納代行業者に支払

施

う収納手数料が増加し

策

て
おり、財政負担が重

内

くなっている。そのた

の

め、納付方法の研究を

評

各

進める必要がある。
・

事

財政運営に当たっては

業

、健全財政を維持する

の

ため、財源となる様々

優

な収入を確保するとと

先

もに、
事業実施の緊急

度

度、優先度を検討し、

を

事業の重点化や見直し

評

、再構築を進める必要

価

がある。
施策の ・多様

価

す

化する行政課題に対応

る

するための人材の確保

こ

や育成と定年延長制度

と

による60歳超職員の

に

活用
課題 を進める必要

よ

がある。

・税金の使わ

る

れ方が、市民には分か

効

りにくい。
・事業の実

率

施には、市民生活の現

的

実など、改めて細かい


